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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　導電性高分子と、水若しくは水と有機溶剤とを混合した状態の溶媒と、を有する導電性
高分子溶液であって、
　前記導電性高分子は、
　π共役系導電性高分子と、
　前記π共役系導電性高分子にドープしたポリアニオンと
　前記ポリアニオンの内ドープに寄与しないアニオンと、それに由来する強酸性をｐＨ２
．０以上６．０以下の弱酸性の域に上げるために要するオキシラン基又はオキセタン基と
反応した化合物と、を含み、
　溶液のｐＨが２．０以上６．０以下である導電性高分子溶液。
【請求項２】
　前記オキシラン基又はオキセタン基を含む有機化合物の量は、前記ポリアニオンのアニ
オン基に対して重量比にて１．０～３０．０である請求項１に記載の導電性高分子溶液。
【請求項３】
　前記π共役系導電性高分子がポリエチレンジオキシチオフェンである請求項１または請
求項２に記載の導電性高分子溶液。
【請求項４】
　前記ポリアニオンがポリスチレンスルホン酸である請求項１から請求項３のいずれか１
項に記載の導電性高分子溶液。
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【請求項５】
　前記オキシラン基又はオキセタン基を含む有機化合物が、炭素数４以下の若しくはＯＨ
基を有する炭素数５以上の水溶性オキシラン化合物である請求項１から請求項４のいずれ
か１項に記載の導電性高分子溶液。
【請求項６】
　前記オキシラン基又はオキセタン基を含む有機化合物が、酸化プロピレン、グリシドー
ル、２－［２－（２－ブトキシ－エトキシ）－エトキシ］－オキシラン及び２－｛２－［
２－（２－ブトキシ－エトキシ）－エトキシ］－エトキシ｝－オキシランから選ばれる１
種または２種以上である請求項１から請求項５のいずれか１項に記載の導電性高分子溶液
。
【請求項７】
　前記導電性高分子を水に分散させたときの水溶液のｐＨが２．０以上６．０以下であり
、前記溶媒が水若しくは水と有機溶剤とを混合した状態の溶媒である請求項１から請求項
６のいずれか１項に記載の導電性高分子溶液。
【請求項８】
　弁金属の多孔質体からなる陽極と、陽極表面が酸化されて形成された誘電体層と、その
誘電体層における前記陽極と反対側に設けられた導電性の陰極と、前記誘電体層及び前記
陰極の間に形成された固体電解質層とを具備するキャパシタにおいて、
　前記固体電解質層に、請求項１から請求項７のいずれか１項に記載の導電性高分子溶液
若しくはその溶液から前記溶媒を除去した化合物を含むキャパシタ。
【請求項９】
　弁金属の多孔質体からなる陽極と、陽極表面が酸化されて形成された誘電体層と、その
誘電体層における前記陽極と反対側に設けられた導電性の陰極と、前記誘電体層及び前記
陰極の間に形成された固体電解質層とを具備するキャパシタの製造方法であって、
　前記誘電体層に、請求項１から請求項７のいずれか１項に記載の導電性高分子溶液を含
浸させ、前記導電性高分子溶液を構成する溶媒を除去して前記固体電解質層を形成するキ
ャパシタの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【クロスリファレンス】
【０００１】
　本出願は、２０１５年９月８日に日本国において出願された特願２０１５－１７６７８
０に基づき優先権を主張し、当該出願に記載された内容は、本明細書に援用する。また、
本願において引用した特許、特許出願及び文献に記載された内容は、本明細書に援用する
。
【技術分野】
【０００２】
　本発明は、導電性高分子溶液、キャパシタ及びキャパシタの製造方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　近年、電子機器のデジタル化に伴い、電子機器に用いられるキャパシタは高周波領域に
おけるインピーダンス（等価直列抵抗）を低下させることが要求されている。さらに、こ
れら電子機器の小型化、薄型化、また使用環境の多様化に伴い、キャパシタの長期信頼性
に対する要求も厳しくなってきている。従来から、この要求に対応すべく、アルミニウム
、タンタル、ニオブなどの弁金属の酸化皮膜を誘電体とした、いわゆる、機能性キャパシ
タ（以下、キャパシタと略す。）が使用されている。このキャパシタの一般的な構造は、
特許文献１に示されるように、弁金属の多孔質体からなる陽極と、陽極の表面を酸化して
形成した誘電体層と、導電性の固体電解質層と、カーボン層、銀層などが積層された陰極
とを有する。固体電解質層としては、π共役系導電性高分子を含有する導電性膜を用いる
ことがある。
【０００４】
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　このようなπ共役系導電性高分子を含有する導電性膜を用いた技術としては、前記構成
の固体電解質を含むキャパシタにおいて、該固体電解質が窒素含有芳香族環式化合物を添
加したπ共役系導電性高分子を必須成分とする組成物から成るものが提案されている（特
許文献２を参照）。この固体電解質を構成する組成物は、キャパシタの等価直列抵抗（以
下、ＥＳＲという。）の低下に寄与し、π共役系導電性高分子を含有する組成物を含浸、
乾燥という簡便なプロセスでキャパシタを製造できるという特徴を有する。
【０００５】
　また、特許文献３には、３，４－エチレンジオキシチオフェンの反復構造単位からなる
ポリマーとポリスチレンスルホン酸または、その塩を水溶液中に混合、攪拌した後、酸化
剤を加えて化学酸化重合した第一の高分子重合溶液Ａに、ナフタレンスルホン酸等を溶解
させた非水溶媒と純水との混合水溶液Ｂを添加した、第二の高分子重合溶液Ｃを、タンタ
ル、ニオブ、アルミニウム等の弁作用金属の陽極酸化皮膜上に形成した内部導電性高分子
膜上に塗布し、導電性高分子重合溶液で外部導電性高分子膜を形成する手法が開示されて
いる。
【０００６】
　同様に、特許文献４には、その表面にプリコート層及び内部導電性高分子層が順に形成
された陽極酸化皮膜上に、ナフタレンスルホン酸類、高分子量ＰＳＳＡ、ホウ酸、マンニ
トール、グリコール類等を含有したＰＥＤＯＴ及びＰＳＳＡを含む水分散体を塗布もしく
は含浸して導電性高分子層を設け、加熱して乾燥固化することにより固体電解キャパシタ
を作製する手法が開示されている。ＰＥＤＯＴにドープさせたＰＳＳＡのスルホ基は、上
記水分散体に水分散性を付与するが、溶液のｐＨを強酸性の領域まで下げる機能を持つた
め、陽極自体が強酸性によって侵され、ＥＳＲの上昇や静電容量の低下を起こすという欠
点がある。この欠点を解消するために、アミン化合物を添加してｐＨを上げる方法も提案
されている（例えば、特許文献５を参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００３－３７０２４号公報
【特許文献２】特開２００６－１００７７４号公報
【特許文献３】特開２００８－１３５５０９号公報
【特許文献４】特開２００８－３１１５８２号公報
【特許文献５】特開２００６－２４９３０３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　しかし、従来のキャパシタには、次のような課題がある。特許文献３に開示されるキャ
パシタを製造する場合には、長期信頼性に優れるキャパシタを製造できるものの、電解重
合で内部の導電性高分子膜を形成した後に、外部の導電性高分子膜を形成するという２段
階の処理が必要になる。特許文献４に開示されるキャパシタを製造する場合でも、同様に
、２段階の処理が必要になる。このため、外部導電性高分子層形成用処理液の他に、内部
導電性高分子層を形成するための設備または処理液が必要になり、キャパシタ製造工程が
長く、煩雑になることがあった。さらに、昨今のキャパシタ性能に対する要求特性は高く
なってきており、より一層の低ＥＳＲ化及び大容量化を求められている。このことから、
窒素含有芳香族性環式化合物を用いた特許文献２に開示の技術をもってしても要求特性の
達成が困難になっている。
【０００９】
　以上の課題に鑑みて、本発明の目的は、異なる組成の導電性高分子層形成用処理液を用
いることなく、または異なる手法で内部導電性高分子層を形成することなく、静電容量が
大きくかつＥＳＲが低く、また、長期信頼性に優れるキャパシタを形成可能な導電性高分
子溶液、当該キャパシタ及びその製造方法を提供することにある。
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【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記目的を達成するための本発明の一実施の形態は、導電性高分子と溶媒とを有する導
電性高分子溶液であって、導電性高分子は、π共役系導電性高分子と、π共役系導電性高
分子にドープしたポリアニオンと、ポリアニオンの内ドープに寄与しないアニオンとオキ
シラン基又はオキセタン基と反応した化合物と、を含み、溶液のｐＨが２．０以上６．０
以下の導電性高分子溶液である。
【００１１】
　本発明の別の実施の形態は、さらに、π共役系導電性高分子をポリエチレンジオキシチ
オフェンとする導電性高分子溶液でも良い。
【００１２】
　本発明の別の実施の形態は、また、ポリアニオンをポリスチレンスルホン酸とする導電
性高分子溶液でも良い。
【００１３】
　本発明の別の実施の形態は、また、オキシラン基又はオキセタン基を含む有機化合物が
、酸化プロピレン、グリシドール、２－［２－（２－ブトキシ－エトキシ）－エトキシ］
－オキシラン及び２－｛２－［２－（２－ブトキシ－エトキシ）－エトキシ］－エトキシ
｝－オキシランから選ばれる１種または２種以上とする導電性高分子溶液でも良い。
【００１４】
　本発明の一実施の形態は、弁金属の多孔質体からなる陽極と、陽極表面が酸化されて形
成された誘電体層と、その誘電体層における陽極と反対側に設けられた導電性の陰極と、
誘電体層及び陰極の間に形成された固体電解質層とを具備するキャパシタにおいて、前述
の導電性高分子溶液若しくはその溶液から溶媒を除去した化合物を含むキャパシタである
。
【００１５】
　本発明の一実施の形態は、前述のキャパシタに、前述の導電性高分子溶液を含浸させ、
その導電性高分子溶液を構成する溶媒を除去するキャパシタの製造方法である。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、異なる組成の導電性高分子層形成用処理液を用いることなく、または
異なる手法で内部導電性高分子層を形成することなく、静電容量が大きくかつＥＳＲが低
く、また、長期信頼性に優れるキャパシタを形成可能な導電性高分子溶液、当該キャパシ
タ及びその製造方法を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　次に、本発明の導電性高分子溶液、キャパシタ及びキャパシタの製造方法の実施の形態
について説明する。なお、この実施の形態に記載の構成要素は、本発明にとって必ずしも
必須であるとは限らない。
【００１８】
１．導電性高分子溶液
　この実施の形態に係る導電性高分子溶液は、導電性高分子と、溶媒とを有する。該導電
性高分子は、π共役系導電性高分子と、そのπ共役系導電性高分子にドープしたポリアニ
オンと、そのポリアニオンの内ドープに寄与しないアニオンとオキシラン基又はオキセタ
ン基と反応した化合物と、を含む。加えて、導電性高分子溶液のｐＨは、２．０以上６．
０以下である。ここで、上記溶媒は、水、有機溶剤、さらにはそれらの混合物であっても
良い。また、導電性高分子溶液は、バインダをさらに含んでいても良い。本願で用いられ
るポリアニオンをドーパントとしている導電性高分子は、好ましくは、おおよそ数十ナノ
メータの粒子径を持つ微粒子から形成される。かかる微粒子は、界面活性剤の作用をも持
つポリアニオンの存在によって可視光領域において透明であって、溶媒中に微粒子が溶解
しているように見える。実際には、当該微粒子は溶媒中に分散しているが、本願では、こ
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の状態を「分散可溶化」の状態と称している。
【００１９】
１．１　導電性高分子
（１）π共役系導電性高分子
　π共役系導電性高分子は、主鎖がπ共役系で構成されている有機高分子であれば好適に
使用できる。π共役系導電性高分子としては、例えば、ポリピロール類、ポリチオフェン
類、ポリアセチレン類、ポリフェニレン類、ポリフェニレンビニレン類、ポリアニリン類
、ポリアセン類、ポリチオフェンビニレン類、及びこれらの共重合体等が挙げられる。重
合の容易さ、空気中での安定性の点からは、ポリピロール類、ポリチオフェン類及びポリ
アニリン類が好ましい。
【００２０】
　π共役系導電性高分子は、無置換のままでも、充分な導電性、バインダへの相溶性を得
ることができるが、導電性及びバインダへの分散性又は溶解性をより高めるためには、ア
ルキル基、カルボキシ基、スルホ基、アルコキシル基、ヒドロキシル基、シアノ基等の官
能基をπ共役系導電性高分子に導入しても良い。このようなπ共役系導電性高分子の具体
例としては、ポリピロール、ポリ（Ｎ－メチルピロール）、ポリ（３－メチルピロール）
、ポリ（３－エチルピロール）、ポリ（３－ｎ－プロピルピロール）、ポリ（３－ブチル
ピロール）、ポリ（３－オクチルピロール）、ポリ（３－デシルピロール）、ポリ（３－
ドデシルピロール）、ポリ（３，４－ジメチルピロール）、ポリ（３，４－ジブチルピロ
ール）、ポリ（３－カルボキシピロール）、ポリ（３－メチル－４－カルボキシピロール
）、ポリ（３－メチル－４－カルボキシエチルピロール）、ポリ（３－メチル－４－カル
ボキシブチルピロール）、ポリ（３－ヒドロキシピロール）、ポリ（３－メトキシピロー
ル）、ポリ（３－エトキシピロール）、ポリ（３－ブトキシピロール）、ポリ（３－ヘキ
シルオキシピロール）、ポリ（３－メチル－４－ヘキシルオキシピロール）、ポリ（３－
メチル－４－ヘキシルオキシピロール）、ポリ（チオフェン）、ポリ（３－メチルチオフ
ェン）、ポリ（３－エチルチオフェン）、ポリ（３－プロピルチオフェン）、ポリ（３－
ブチルチオフェン）、ポリ（３－ヘキシルチオフェン）、ポリ（３－ヘプチルチオフェン
）、ポリ（３－オクチルチオフェン）、ポリ（３－デシルチオフェン）、ポリ（３－ドデ
シルチオフェン）、ポリ（３－オクタデシルチオフェン）、ポリ（３－ブロモチオフェン
）、ポリ（３－クロロチオフェン）、ポリ（３－ヨードチオフェン）、ポリ（３－シアノ
チオフェン）、ポリ（３－フェニルチオフェン）、ポリ（３，４－ジメチルチオフェン）
、ポリ（３，４－ジブチルチオフェン）、ポリ（３－ヒドロキシチオフェン）、ポリ（３
－メトキシチオフェン）、ポリ（３－エトキシチオフェン）、ポリ（３－ブトキシチオフ
ェン）、ポリ（３－ヘキシルオキシチオフェン）、ポリ（３－ヘプチルオキシチオフェン
）、ポリ（３－オクチルオキシチオフェン）、ポリ（３－デシルオキシチオフェン）、ポ
リ（３－ドデシルオキシチオフェン）、ポリ（３－オクタデシルオキシチオフェン）、ポ
リ（３，４－ジヒドロキシチオフェン）、ポリ（３，４－ジメトキシチオフェン）、ポリ
（３，４－ジエトキシチオフェン）、ポリ（３，４－ジプロポキシチオフェン）、ポリ（
３，４－ジブトキシチオフェン）、ポリ（３，４－ジヘキシルオキシチオフェン）、ポリ
（３，４－ジヘプチルオキシチオフェン）、ポリ（３，４－ジオクチルオキシチオフェン
）、ポリ（３，４－ジデシルオキシチオフェン）、ポリ（３，４－ジドデシルオキシチオ
フェン）、ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）、ポリ（３，４－プロピレンジ
オキシチオフェン）、ポリ（３，４－ブテンジオキシチオフェン）、ポリ（３－メチル－
４－メトキシチオフェン）、ポリ（３－メチル－４－エトキシチオフェン）、ポリ（３－
カルボキシチオフェン）、ポリ（３－メチル－４－カルボキシチオフェン）、ポリ（３－
メチル－４－カルボキシエチルチオフェン）、ポリ（３－メチル－４－カルボキシブチル
チオフェン）、ポリアニリン、ポリ（２－メチルアニリン）、ポリ（３－イソブチルアニ
リン）、ポリ（２－アニリンスルホン酸）、ポリ（３－アニリンスルホン酸）等が挙げら
れる。中でも、ポリピロール、ポリチオフェン、ポリ（Ｎ－メチルピロール）、ポリ（３
－メチルチオフェン）、ポリ（３－メトキシチオフェン）、ポリ（３，４－エチレンジオ
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キシチオフェン）から選ばれる１種又は２種以上からなる（共）重合体を、抵抗値、反応
性の点から好適に用いることができる。さらには、ポリピロール、ポリ（３，４－エチレ
ンジオキシチオフェン）は、導電性がより高い上に、耐熱性を向上させることができる点
で、より好ましい。また、ポリ（Ｎ－メチルピロール）、ポリ（３－メチルチオフェン）
のようなアルキル置換化合物は、溶媒溶解性、疎水性樹脂を添加した場合の相溶性及び分
散性を向上させる観点から、より好ましい。また、アルキル基の中では、導電性に悪影響
を与えることがないメチル基がより好ましい。
【００２１】
（２）ポリアニオン
　ポリアニオンは、アニオン性化合物であれば、特に制約無く用いることができる。アニ
オン性化合物とは、分子中に、π共役系導電性高分子への化学酸化ドーピングが起こりう
るアニオン基を有する化合物である。アニオン基としては、製造の容易さ及び高い安定性
の観点から、リン酸基、カルボキシ基、スルホ基、などが好ましい。これらのアニオン基
の内、π共役系導電性高分子へのドープ効果に優れる理由から、スルホ基あるいはカルボ
キシ基がより好ましい。
【００２２】
　ポリアニオンとしては、例えば、アニオン基を有さないポリマーをスルホン化剤により
スルホン化等を行ってポリマー内にアニオン基を導入したポリマーの他、アニオン基含有
重合性モノマーを重合して得られたポリマーを挙げることができる。通常、ポリアニオン
は、製造の容易さの観点から、好ましくは、アニオン基含有重合性モノマーを重合して得
る。かかる製造方法としては、例えば、溶媒中、アニオン基含有重合性モノマーを、酸化
剤及び／又は重合触媒の存在下、酸化重合またはラジカル重合させて得る方法を例示でき
る。より具体的には、所定量のアニオン基含有重合性モノマーを溶媒に溶解させ、これを
一定温度に保持し、そこに、予め溶媒に所定量の酸化剤及び／又は重合触媒を溶解してお
いた溶液を添加して、所定時間で反応させる。当該反応により得られたポリマーは、触媒
によって一定の濃度に調整される。この製造方法において、アニオン基含有重合性モノマ
ーにアニオン基を有さない重合性モノマーを共重合させることもできる。アニオン基含有
重合性モノマーの重合に際して使用する酸化剤及び／又は酸化触媒、溶媒は、π共役系導
電性高分子を形成する前駆体モノマーを重合する際に使用するものと同様である。
【００２３】
　アニオン基含有重合性モノマーは、分子内にアニオン基と重合可能な官能基を有するモ
ノマーであり、具体的には、ビニルスルホン酸及びその塩類、アリルスルホン酸及びその
塩類、メタリルスルホン酸及びその塩類、スチレンスルホン酸及びその塩類、メタリルオ
キシベンゼンスルホン酸及びその塩類、アリルオキシベンゼンスルホン酸及びその塩類、
α－メチルスチレンスルホン酸及びその塩類、アクリルアミド－ｔ－ブチルスルホン酸及
びその塩類、２－アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン酸及びその塩類、シクロ
ブテン－３－スルホン酸及びその塩類、イソプレンスルホン酸及びその塩類、１，３－ブ
タジエン－１－スルホン酸及びその塩類、１－メチル－１，３－ブタジエン－２－スルホ
ン酸及びその塩類、１－メチル－１，３－ブタジエン－４－スルホン酸及びその塩類、ア
クリロイルオキシエチルスルホン酸（ＣＨ２ＣＨ－ＣＯＯ－（ＣＨ２）２－ＳＯ３Ｈ）及
びその塩類、アクリロイルオキシプロピルスルホン酸（ＣＨ２ＣＨ－ＣＯＯ－（ＣＨ２）

３－ＳＯ３Ｈ）及びその塩類、アクリロイルオキシ－ｔ－ブチルスルホン酸（ＣＨ２ＣＨ
－ＣＯＯ－Ｃ（ＣＨ３）２ＣＨ２－ＳＯ３Ｈ）及びその塩類、アクリロイルオキシ－ｎ－
ブチルスルホン酸（ＣＨ２ＣＨ－ＣＯＯ－（ＣＨ２）４－ＳＯ３Ｈ）及びその塩類、３－
ブテノイルオキシエチルスルホン酸（ＣＨ２ＣＨＣＨ２－ＣＯＯ－（ＣＨ２）２－ＳＯ３

Ｈ）及びその塩類、３－ブテノイルオキシ－ｔ－ブチルスルホン酸（ＣＨ２ＣＨＣＨ２－
ＣＯＯ－Ｃ（ＣＨ３）２ＣＨ２－ＳＯ３Ｈ）及びその塩類、４－ペンテノイルオキシエチ
ルスルホン酸（ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ２）２－ＣＯＯ－（ＣＨ２）２－ＳＯ３Ｈ）及びその塩
類、４－ペンテノイルオキシプロピルスルホン酸（ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ２）２－ＣＯＯ－（
ＣＨ２）３－ＳＯ３Ｈ）及びその塩類、４－ペンテノイルオキシ－ｎ－ブチルスルホン酸
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（ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ２）２－ＣＯＯ－（ＣＨ２）４－ＳＯ３Ｈ）及びその塩類、４－ペン
テノイルオキシ－ｔ－ブチルスルホン酸（ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ２）２－ＣＯＯ－Ｃ（ＣＨ３

）２ＣＨ２－ＳＯ３Ｈ）及びその塩類、４－ペンテノイルオキシフェニレンスルホン酸（
ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ２）２－ＣＯＯ－Ｃ６Ｈ４－ＳＯ３Ｈ）及びその塩類、４－ペンテノイ
ルオキシナフタレンスルホン酸（ＣＨ２ＣＨ（ＣＨ２）２－ＣＯＯ－Ｃ１０Ｈ８－ＳＯ３

Ｈ）及びその塩類、メタクロイルオキシエチルスルホン酸（ＣＨ２Ｃ（ＣＨ３）－ＣＯＯ
－（ＣＨ２）２－ＳＯ３Ｈ）及びその塩類、メタクロイルオキシプロピルスルホン酸（Ｃ
Ｈ２Ｃ（ＣＨ３）－ＣＯＯ－（ＣＨ２）３－ＳＯ３Ｈ）及びその塩類、メタクロイルオキ
シ－ｔ－ブチルスルホン酸（ＣＨ２Ｃ（ＣＨ３）－ＣＯＯ－Ｃ（ＣＨ３）２ＣＨ２－ＳＯ

３Ｈ）及びその塩類、メタクロイルオキシ－ｎ－ブチルスルホン酸（ＣＨ２Ｃ（ＣＨ３）
－ＣＯＯ－（ＣＨ２）４－ＳＯ３Ｈ）及びその塩類、メタクロイルオキシフェニレンスル
ホン酸（ＣＨ２Ｃ（ＣＨ３）－ＣＯＯ－Ｃ６Ｈ４－ＳＯ３Ｈ）及びその塩類、メタクロイ
ルオキシナフタレンスルホン酸（ＣＨ２Ｃ（ＣＨ３）－ＣＯＯ－Ｃ１０Ｈ８－ＳＯ３Ｈ）
及びその塩類等が挙げられる。また、これらを２種以上含む共重合体であってもよい。
【００２４】
　アニオン基を有さない重合性モノマーとしては、エチレン、プロぺン、１－ブテン、２
－ブテン、１－ペンテン、２－ペンテン、１－ヘキセン、２－ヘキセン、スチレン、ｐ－
メチルスチレン、ｐ－エチルスチレン、ｐ－ブチルスチレン、２，４，６－トリメチルス
チレン、ｐ－メトキシスチレン、α－メチルスチレン、２－ビニルナフタレン、６－メチ
ル－２－ビニルナフタレン、１－ビニルイミダゾール、ビニルピリジン、ビニルアセテー
ト、アクリルアルデヒド、アクリルニトリル、Ｎ－ビニル－２－ピロリドン、Ｎ－ビニル
アセトアミド、Ｎ－ビニルホルムアミド、Ｎ－ビニルイミダゾ－ル、アクリルアミド、Ｎ
，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、アクリル酸、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、ア
クリル酸プロピル、アクリル酸ｎ－ブチル、アクリル酸イソブチル、アクリル酸ｔ－ブチ
ル、アクリル酸イソオクチル、アクリル酸イソノニルブチル、アクリル酸ラウリル、アク
リル酸アリル、アクリル酸ステアリル、アクリル酸イソボニル、アクリル酸シクロヘキシ
ル、アクリル酸ベンジル、アクリル酸エチルカルビトール、アクリル酸フェノキシエチル
、アクリル酸ヒドロキシエチル、アクリル酸メトキシエチル、アクリル酸エトキシエチル
、アクリル酸メトキシブチル、メタクリル酸、メタクリル酸メチル、メタクリル酸エチル
、メタクリル酸ｎ－ブチル、メタクリル酸イソブチル、メタクリル酸ｔ－ブチル、メタク
リル酸２－エチルヘキシル、メタクリル酸ラウリル、メタクリル酸トリデシル、メタクリ
ル酸ステアリル、メタクリル酸シクロヘキシル、メタクリル酸ベンジル、メタクリル酸２
－ヒドロキシエチル、メタクリル酸２－ヒドロキシプロピル、アクリロイルモルホリン、
ビニルアミン、Ｎ，Ｎ－ジメチルビニルアミン、Ｎ，Ｎ－ジエチルビニルアミン、Ｎ，Ｎ
－ジブチルビニルアミン、Ｎ，Ｎ－ジ－ｔ－ブチルビニルアミン、Ｎ，Ｎ－ジフェニルビ
ニルアミン、Ｎ－ビニルカルバゾール、ビニルアルコール、塩化ビニル、フッ化ビニル、
メチルビニルエーテル、エチルビニルエーテル、シクロプロペン、シクロブテン、シクロ
ペンテン、シクロヘキセン、シクロヘプテン、シクロオクテン、２－メチルシクロヘキセ
ン、ビニルフェノール、１，３－ブタジエン、１－メチル－１，３－ブタジエン、２－メ
チル－１，３－ブタジエン、１，４－ジメチル－１，３－ブタジエン、１，２－ジメチル
－１，３－ブタジエン、１，３－ジメチル－１，３－ブタジエン、１－オクチル－１，３
－ブタジエン、２－オクチル－１，３－ブタジエン、１－フェニル－１，３－ブタジエン
、２－フェニル－１，３－ブタジエン、１－ヒドロキシ－１，３－ブタジエン、２－ヒド
ロキシ－１，３－ブタジエン等が挙げられる。
【００２５】
　こうして得られるポリアニオンの重合度は、特に限定されるものではないが、通常、モ
ノマーの単位が１０～１００，０００程度であり、溶媒可溶化、分散性及び導電性を良好
にする観点から、５０～１０，０００程度とするのがより好ましい。
【００２６】
　ポリアニオンの具体例としては、ポリビニルスルホン酸、ポリスチレンスルホン酸、ポ
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リイソプレンスルホン酸、ポリアクリロイルオキシエチルスルホン酸、ポリアクリロイル
オキシブチルスルホン酸、ポリ（２－アクリルアミド－２－メチル－１－プロパンスルホ
ン酸）を好適に挙げることができる。得られたアニオン性化合物がアニオン塩である場合
には、アニオン酸に変質させるのが好ましい。アニオン酸に変質させる方法としては、イ
オン交換樹脂を用いたイオン交換法、透析法、限外ろ過法などを挙げることができる。こ
れらの方法の中でも、作業容易性の観点から、限外ろ過法が好ましい。ただし、金属イオ
ン濃度を低減することを要する場合には、イオン交換法を用いるのが好ましい。
【００２７】
　π共役系導電性高分子とポリアニオンとの組み合わせとしては、それらの各グループか
ら選択されたものを使用できるが、化学的安定性、導電性、保存安定性、入手容易性など
の観点から、π共役系導電性高分子の一例であるポリ（３，４－エチレンジオキシチオフ
ェン）と、ポリアニオンの一例であるポリスチレンスルホン酸との組み合わせが好ましい
。ポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）とポリスチレンスルホン酸とは、前述の
ように、導電性高分子用のモノマーとドーパントが共存した水溶液または水分散液の状態
で酸化剤の存在下にて重合を行い、合成しても良い。また、市販の導電性高分子／ドーパ
ント複合体の水分散体を使用しても良い。市販の導電性高分子／ドーパント水分散体とし
ては、例えば、「Ｃｌｅｖｉｏｓ」（商品名、ヘレウス社製、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳの水分
散体）、「Ｏｒｇａｃｏｎ」（商品名、アグファ社、ＰＥＤＯＴ／ＰＳＳの水分散体）等
が挙げられる。
【００２８】
　ポリアニオンの含有量は、好ましくはπ共役系導電性高分子１００質量部に対して１０
～１，０００質量部の範囲、より好ましくは５０～５００質量部の範囲である。ポリアニ
オンの含有量を１０質量部以上とすることにより、π共役系導電性高分子へのドーピング
効果を高め、導電性を高めることができる。加えて、溶媒への溶解性が高くなり、均一分
散形態の導電性高分子の溶液を得やすくなる。一方、ポリアニオンの含有量を１，０００
質量部以下にすると、π共役系導電性高分子の含有割合を相対的に多くすることができ、
より高い導電性を発揮させることができる。
【００２９】
（３）ポリアニオンの内ドープに寄与しないアニオンとオキシラン基又はオキセタン基と
反応した化合物
　ポリアニオンの内でドープに寄与しないアニオンと、オキシラン基及び／又はオキセタ
ン基含有有機化合物との反応生成物は、前述のπ共役系導電性高分子とポリアニオンとの
複合体に、オキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物を添加して反応させるこ
とにより得られる。例えば、π共役系導電性高分子とそれにドープしたポリアニオンとの
複合体溶液と、オキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物とを混合し、０℃か
ら１００℃の温度で攪拌混合することにより得られる。必要により、メタノール、エタノ
ール等の水溶性溶媒や界面活性剤を加えた混合溶媒中で反応を行っても良い。反応後は、
エバポレーター等で溶媒や水、用いたオキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合
物の一部を除き、必要な濃度に調整しても良い。
【００３０】
　オキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物としては、ポリアニオンのアニオ
ン基または電子吸引基に配位あるいは結合するものであれば、特に限定されない。１分子
中に１個以下のオキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物を用いると、凝集や
ゲル化を低減できる点でより好ましい。オキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化
合物の分子量は、有機溶剤への易溶解性を考慮すると、好ましくは５０～２，０００の範
囲である。
【００３１】
　オキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物の量は、ｐＨを２．０以上６．０
以下とするためにも、好ましくは、π共役系導電性高分子のポリアニオン中のアニオン基
あるいは電子吸引基に対して、重量比で０．１～５０であり、より好ましくは１．０～３
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０．０である。オキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物の量を上記重量比で
０．１以上とすると、上記ｐＨの範囲に調製しやすく、かつオキシラン基及び／又はオキ
セタン基含有有機化合物を、有機溶剤を多く含む溶媒にも溶解する程度に変性することが
出来る。一方、オキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物の量を上記重量比で
５０以下とすると、上記ｐＨの範囲に調製しやすく、かつ余剰のオキシラン基及び／又は
オキセタン基含有有機化合物が導電性高分子溶液中に析出しにくいので、得られる導電性
塗膜の導電率及び機械的物性の低下を防止しやすい。
【００３２】
　オキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物としては、オキシラン基若しくは
オキセタン基を分子中に有していればどのような分子構造を持つ化合物でも良い。ただし
、オキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物としては、炭素数４以下のものが
好ましく、ＯＨ基を有する場合においては炭素数が５以上でも良い。製造工程中において
水を多用する場合には、加水分解や水と反応する官能基を有するアルコキシシリル基を含
有する化合物は、なるべく使用しないのが好ましい。一方、凍結乾燥を経由の製造方法の
場合には、アルコキシシリル基を含有する化合物もまた、その特徴を維持したまま溶剤に
分散あるいは可溶するので、使用しても良い。
【００３３】
　以下、オキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物を例示する。
　　（オキシラン基含有有機化合物）
　単官能オキシラン基含有有機化合物としては、プロピレンオキサイド（酸化プロピレン
）、２，３－ブチレンオキサイド、イソブチレンオキサイド、１，２－ブチレンオキサイ
ド、１，２－エポキシヘキサン、１，２－エポキシヘプタン、１，２－エポキシペンタン
、１，２－エポキシオクタン、１，２－エポキシデカン、１，３－ブタジエンモノオキサ
イド、１，２－エポキシテトラデカン、グリシジルメチルエーテル、１，２－エポキシオ
クタデカン、１，２－エポキシヘキサデカン、エチルグリシジルエーテル、グリシジルイ
ソプロピルエーテル、ｔｅｒｔ－ブチルグリシジルエーテル、１，２－エポキシエイコサ
ン、２－（クロロメチル）－１，２－エポキシプロパン、グリシドール、エピクロルヒド
リン、エピブロモヒドリン、ブチルグリシジルエーテル、１，２－エポキシヘキサン、１
，２－エポキシ－９－デカン、２－（クロロメチル）－１，２－エポキシブタン、２－エ
チルヘキシルグリシジルエーテル、１，２－エポキシ－１Ｈ，１Ｈ，２Ｈ，２Ｈ，３Ｈ，
３Ｈ－トリフルオロブタン、アリルグリシジルエーテル、テトラシアノエチレンオキサイ
ド、グリシジルブチレート、１，２－エポキシシクロオクタン、グリシジルメタクリレー
ト、１，２－エポキシシクロドデカン、１－メチル－１，２－エポキシシクロヘキサン、
１，２－エポキシシクロペンタデカン、１，２－エポキシシクロペンタン、１，２－エポ
キシシクロヘキサン、１，２－エポキシ－１Ｈ，１Ｈ，２Ｈ，２Ｈ，３Ｈ，３Ｈ－ヘプタ
デカフルオロブタン、３，４－エポキシテトラヒドロフラン、グリシジルステアレート、
３－グリシジルオキシプロピルトリメトキシシラン、エポキシ琥珀酸、グリシジルフェニ
ルエーテル、イソホロンオキサイド、α－ピネンオキサイド、２，３－エポキシノルボル
ネン、ベンジルグリシジルエーテル、ジエトキシ（３－グリシジルオキシプロピル）メチ
ルシラン、３－［２－（パーフルオロヘキシル）エトキシ］－１，２－エポキシプロパン
、１，１，１，３，５，５，５－ヘプタメチル－３－（３－グリシジルオキシプロピル）
トリシロキサン、９，１０－エポキシ－１，５－シクロドデカジエン、４－ｔｅｒｔ－ブ
チル安息香酸グリシジル、２，２－ビス（４－グリシジルオキシフェニル）プロパン、２
－ｔｅｒｔ－ブチル－２－［２－（４－クロロフェニル）］エチルオキシラン、スチレン
オキサイド、グリシジルトリチルエーテル、２－（３，４－エポキシシクロヘキシル）エ
チルトリメトキシシラン、２－フェニルプリピレンオキサイド、コレステロール－５α，
６α－エポキシド、スチルベンオキサイド、ｐ－トルエンスルホン酸グリシジル、３－メ
チル－３－フェニルグリシド酸エチル、Ｎ－プロピル－Ｎ－（２，３－エポキシプロピル
）ペルフルオロ－ｎ－オクチルスルホンアミド、（２Ｓ，３Ｓ）－１，２－エポキシ－３
－（ｔｅｒｔ－ブトキシカルボニルアミノ）－４－フェニルブタン、３－ニトロベンゼン
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スルホン酸（Ｒ）－グリシジル、３－ニトロベンゼンスルホン酸－グリシジル、パルテノ
リド、Ｎ－グリシジルフタルイミド、エンドリン、デイルドリン、４－グリシジルオキシ
カルバゾール、７，７－ジメチルオクタン酸［オキシラニルメチル］、２－［２－（２－
ブトキシ－エトキシ）－エトキシ］－オキシラン、２－｛２－［２－（２－ブトキシ－エ
トキシ）－エトキシ］－エトキシ｝－オキシランなどを例示できる。これらの例示物の中
では、酸化プロピレン、グリシドール、２－［２－（２－ブトキシ－エトキシ）－エトキ
シ］－オキシランおよび２－｛２－［２－（２－ブトキシ－エトキシ）－エトキシ］－エ
トキシ｝－オキシランがより好ましい。
【００３４】
　多官能オキシラン基含有有機化合物としては、１，７－オクタジエンジエポキシド、ネ
オペンチルグリコールジグリシジルエーテル、４－ブタンジオールジグリシジルエーテル
、１，２：３，４－ジエポキシブタン、１，２－シクロヘキサンジカルボン酸ジグリシジ
ル、イソシアヌル酸トリグリシジルネオペンチルグリコールジグリシジルエーテル、１，
２：３，４－ジエポキシブタン、ポリエチレングリコール＃２００ジグリシジルエーテル
、エチレングリコールジグリシジルエーテル、ジエチレングリコールジグリシジルエーテ
ル、プロピレングリコールジグリシジルエーテル、トリプロピレングリコールジグリシジ
ルエーテル、ポリプロピレングリコールジグリシジルエーテル、ネオペンチルグリコール
ジグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、グリセリンジ
グリシジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル、水添ビスフェノ
ールＡジグリシジルエーテルなどを例示できる。
【００３５】
　　（オキセタン基含有有機化合物）
　単官能オキセタン基含有有機化合物としては、３－エチル－３－ヒドロキシメチルオキ
セタン（＝オキセタンアルコール）、２－エチルヘキシルオキセタン、（３－エチル－３
－オキセタニル）メチルアクリレート、（３－エチル－３－オキセタニル）メタアクリレ
ートなどを例示できる。
【００３６】
　多官能オキセタン基含有有機化合物としては、キシリレンビスオキセタン、３－エチル
－３｛［（３－エチルオキセタン－３－イル）メトキシ］メチル｝オキセタン、１，４－
ベンゼンジカルボン酸，ビス｛［３－エチル－３－オキセタニル］メチル｝エステルなど
を例示できる。
【００３７】
　以上のように、導電性高分子は、ポリアニオンのドープに寄与していないアニオン基に
オキシラン基若しくはオキセタン基が反応しているため、ポリアニオンのアニオン基に由
来する溶液の強酸性を弱酸性の域（具体的には、ｐＨ＝２．０以上６．０以下）に上げる
ことができる。
【００３８】
１．２　溶媒
　導電性高分子溶液を構成する溶媒は、水、有機溶剤、あるいはそれらの混合物を含む。
水を含む溶媒中の好ましい水の含有率は、６０～１００％である。溶媒に、溶媒に含み得
る有機溶剤としては、Ｎ－メチル－２－ピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ
，Ｎ－ジメチルアセトアミド、ジメチルスルホキシド、ヘキサメチレンホスホニウムトリ
アミド、アセトニトリル、ベンゾニトリル等に代表される極性溶媒；　クレゾール、フェ
ノール、キシレノール等に代表されるフェノール類；　メタノール、エタノール、プロパ
ノール、ブタノール等に代表されるアルコール類；　アセトン、メチルエチルケトン、メ
チルイソブチルケトン等に代表されるケトン類；　酢酸エチル、酢酸プロピル、酢酸ブチ
ル等に代表されるエステル類；　ヘキサン、ヘプタン、ベンゼン、トルエン、キシレン等
に代表される炭化水素類；　ギ酸、酢酸等に代表されるカルボン酸；　エチレンカーボネ
ート、プロピレンカーボネート等に代表されるカーボネート化合物；　ジオキサン、ジエ
チルエーテル等に代表されるエーテル化合物；　エチレングリコールジアルキルエーテル
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、プロピレングリコールジアルキルエーテル、ポリエチレングリコールジアルキルエーテ
ル、ポリプロピレングリコールジアルキルエーテル等に代表される鎖状エーテル類；　３
－メチル－２－オキサゾリジノン等に代表される複素環化合物；　アセトニトリル、グル
タロジニトリル、メトキシアセトニトリル、プロピオニトリル、ベンゾニトリル等に代表
されるニトリル化合物などを好適に例示できる。これらの有機溶剤は、単独で用いても良
く、あるいは２種以上を混合して用いても良い。これらの有機溶剤の内、種々の有機物と
の易混合性の観点から、アルコール類、ケトン類、エーテル類、エステル類、炭化水素類
をより好適に用いることができる。導電性高分子溶液をキャパシタに用いる場合、固形の
導電性高分子を溶媒に分散可溶化させて塗料を製造し、その中にキャパシタ用素子を浸漬
し、乾燥して、溶媒の一部若しくは全部を除去する。したがって、溶媒に有機溶剤を含む
場合には、溶媒としては、沸点の低いものを好適に選択する。これにより、導電性高分子
層の形成時の乾燥時間を短縮でき、もって生産性を高めることができる。
【００３９】
１．３　その他添加物
（１）バインダ
　導電性高分子溶液は、導電性高分子層の耐傷性や硬度を高くし、該層とキャパシタ内の
他の層との密着性を向上させる観点から、好適には、バインダの機能を持つ樹脂（バイン
ダ、あるいはバインダ樹脂とも称する）を含んでも良い。バインダは、好ましくは、アル
コキシシリル基を含む。好適なバインダは、アルコキシシラン、アルコキシシランの縮合
物、該アルコキシシランの縮合物とそれに反応可能な反応性樹脂との反応物であり、π共
役系導電性高分子同士を結着させる機能を持つ。
【００４０】
　アルコキシシランの縮合物は、アルコキシシランを加熱、脱水させて得たものである。
アルコキシシランとしては、有機官能基（例えば、エポキシ基、メルカプト基、アミノ基
、カルボキシ基等）を有しているものが好ましい。有機官能基はケイ素原子に直接結合し
ていてもよいし、炭素数１～１０の２価の炭化水素基を介してケイ素原子に結合していて
もよい。
【００４１】
　有機官能基を有するアルコキシシランの具体例としては、γ－メタクリロキシプロピル
トリメトキシシラン、γ－メタクリロキシプロピルトリエトキシシラン、γ－メタクリロ
キシプロピルトリブトキシシラン、γ－メタクリロキシプロピルメチルジメトキシシラン
、γ－メタクリロキシプロピルメチルジエトキシシラン、γ－アクリロキシプロピルトリ
メトキシシラン、γ－アクリロキシプロピルトリエトキシシラン、γ－アクリロキシプロ
ピルメチルジメトキシシラン、γ－メタクリロキシメチルトリメトキシシラン、γ－アク
リロキシメチルトリメトキシシラン、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエトキシシ
ラン、ビニルトリブトキシシラン、ビニルメチルジメトキシシラン、５－ヘキセニルトリ
メトキシシラン、９－デセニルトリメトキシシラン、スチリルトリメトキシシラン、γ－
クロロプロピルトリメトキシシラン、γ－ブロモプロピルトリメトキシシラン、トリフル
オロプロピルトリメトキシシラン、ノナフルオロヘキシルトリメトキシシラン、γ－アミ
ノプロピルトリメトキシシラン、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、γ－アミノプ
ロピルトリブトキシシラン、γ－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、γ－アミノプ
ロピルメチルジエトキシシラン、Ｎ－（β－アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリメ
トキシシラン、Ｎ－（β－アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ
－（β－アミノエチル）－γ－アミノプロピルトリブトキシシラン、Ｎ－（β－アミノエ
チル）－γ－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－フェニル－γ－アミノプロピ
ルトリメトキシシラン、β－（３，４－エポキシシクロへキシル）エチルトリメトキシシ
ラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリエ
トキシシラン、γ－グリシドキシメチルジメトキシシラン等が挙げられる。また、上記化
合物のうち、耐溶剤性がより高くなる点では、β－（３，４－エポキシシクロへキシル）
エチルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシ
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ドキシプロピルトリエトキシシラン、γ－グリシドキシメチルジメトキシシランがより好
ましい。また、上記有機官能基を有するアルコキシシランは１種を単独で使用してもよい
し、２種以上を併用してもよい。
【００４２】
　アルコキシシランは、有機官能基を有さないものであってもよい。有機官能基を有さな
いテトラアルコキシシランとしては、例えば、テトラメトキシシラン、テトラエトキシシ
ラン、テトライソプロポキシシラン、テトラブトキシシランが挙げられる。これらの中で
も、アルコキシシラン基が容易に加水分解することから、テトラメトキシシランまたはテ
トラエトキシシランが好ましい。有機官能基を有さないアルコキシシラン１種を単独で使
用してもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００４３】
　反応性樹脂は、アルコキシシランの縮合物と反応可能な官能基を有するものである。ア
ルコキシシランの縮合物と反応可能な官能基は、具体的には、アルコキシシランの縮合物
の加水分解により生成するシラノールと反応可能な官能基、または、アルコキシシランの
縮合物が有する有機官能基と反応する官能基である。このような官能基としては、カルボ
キシ基、スルホン酸基、ニトリル基、ヒドロキシ基、ニトリル基、アミノ基、アルコキシ
シリル基、シラノール基などが挙げられる。これら官能基の中でも、耐溶剤性の面からエ
ポキシ基が好ましい。反応性樹脂としては、例えば、エポキシ樹脂、ウレタン樹脂、アク
リル樹脂、アルキッド樹脂、シリコーン樹脂、フッ素樹脂、ポリエステル樹脂などが挙げ
られる。これらの中でも、アルコキシシランとの反応性、基材との密着性の面から、エポ
キシ樹脂、ウレタン樹脂、ポリエステル樹脂よりなる群から選ばれる少なくとも１種が好
ましく、エポキシ樹脂がより好ましい。
【００４４】
　導電性高分子溶液中のバインダの含有量は、π共役系導電性高分子とポリアニオンの合
計を１００質量部とした際の２００～９，０００質量部であることが好ましく、５００～
６，０００質量部であることがより好ましい。バインダの含有量が２００質量部以上であ
れば、得られる導電性塗膜の耐溶剤性をより高くでき、９，０００質量部以下であれば、
充分な導電性を確保できる。
【００４５】
（２）導電性向上剤
　導電性高分子溶液は、塗膜の導電性をさらに向上させるべく、下記の化合物から選ばれ
る１種以上の導電性向上剤を有するのが好ましい。
（２．１）窒素含有芳香族性環式化合物
（２．２）２個以上のヒドロキシ基を有する化合物
（２．３）２個以上のカルボキシ基を有する化合物
（２．４）１個以上のヒドロキシ基及び１個以上のカルボキシ基を有する化合物
（２．５）アミド基を有する化合物
（２．６）イミド基を有する化合物
（２．７）ラクタム化合物
（２．８）その他
【００４６】
（２．１）窒素含有芳香族性環式化合物
　窒素含有芳香族性環式化合物としては、好適には、一つの窒素原子を含有するピリジン
類及びその誘導体、二つの窒素原子を含有するイミダゾール類及びその誘導体、ピリミジ
ン類及びその誘導体、ピラジン類及びその誘導体、三つの窒素原子を含有するトリアジン
類及びその誘導体等が挙げられる。溶媒溶解性等の観点からは、ピリジン類及びその誘導
体、イミダゾール類及びその誘導体、ピリミジン類及びその誘導体が好ましい。
【００４７】
　ピリジン類及びその誘導体の具体的な例としては、ピリジン、２－メチルピリジン、３
－メチルピリジン、４－メチルピリジン、４－エチルピリジン、Ｎ－ビニルピリジン、２
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，４－ジメチルピリジン、２，４，６－トリメチルピリジン、３－シアノ－５－メチルピ
リジン、２－ピリジンカルボン酸、６－メチル－２－ピリジンカルボン酸、４－ピリジン
カルボキシアルデヒド、４－アミノピリジン、２，３－ジアミノピリジン、２，６－ジア
ミノピリジン、２，６－ジアミノ－４－メチルピリジン、４－ヒドロキシピリジン、４－
ピリジンメタノール、２，６－ジヒドロキシピリジン、２，６－ピリジンジメタノール、
６－ヒドロキシニコチン酸メチル、２－ヒドロキシ－５－ピリジンメタノール、６－ヒド
ロキシニコチン酸エチル、４－ピリジンメタノール、４－ピリジンエタノール、２－フェ
ニルピリジン、３－メチルキノリン、３－エチルキノリン、キノリノール、２，３－シク
ロペンテノピリジン、２，３－シクロヘキサノピリジン、１，２－ジ（４－ピリジル）エ
タン、１，２－ジ（４－ピリジル）プロパン、２－ピリジンカルボキシアルデヒド、２－
ピリジンカルボン酸、２－ピリジンカルボニトリル、２，３－ピリジンジカルボン酸、２
，４－ピリジンジカルボン酸、２，５－ピリジンジカルボン酸、２，６－ピリジンジカル
ボン酸、３－ピリジンスルホン酸等が挙げられる。
【００４８】
　イミダゾール類及びその誘導体の具体的な例としては、イミダゾール、２－メチルイミ
ダゾール、２－プロピルイミダゾール、２－ウンデジルイミダゾール、２－フェニルイミ
ダゾール、Ｎ－メチルイミダゾール、Ｎ－ビニルイミダゾール、Ｎ－アリルイミダゾール
、１－（２－ヒドロキシエチル）イミダゾール（Ｎ－ヒドロキシエチルイミダゾール）、
２－エチル－４－メチルイミダゾール、１，２－ジメチルイミダゾール、１－ベンジル－
２－メチルイミダゾール、１－ベンジル－２－フェニルイミダゾール、１－シアノエチル
－２－メチルイミダゾール、１－シアノエチル－２－エチル－４－メチルイミダゾール、
２－フェニル－４，５－ジヒドロキシメチルイミダゾール、１－アセチルイミダゾール、
４，５－イミダゾールジカルボン酸、４，５－イミダゾールジカルボン酸ジメチル、ベン
ズイミダゾール、２－アミノべンズイミダゾール、２－アミノべンズイミダゾール－２－
スルホン酸、２－アミノ－１－メチルべンズイミダゾール、２－ヒドロキシべンズイミダ
ゾール、２－（２－ピリジル）べンズイミダゾール等が挙げられる。
【００４９】
　ピリミジン類及びその誘導体の具体的な例としては、２－アミノ－４－クロロ－６－メ
チルピリミジン、２－アミノ－６－クロロ－４－メトキシピリミジン、２－アミノ－４，
６－ジクロロピリミジン、２－アミノ－４，６－ジヒドロキシピリミジン、２－アミノ－
４，６－ジメチルピリミジン、２－アミノ－４，６－ジメトキシピリミジン、２－アミノ
ピリミジン、２－アミノ－４－メチルピリミジン、４，６－ジヒドロキシピリミジン、２
，４－ジヒドロキシピリミジン－５－カルボン酸、２，４，６－トリアミノピリミジン、
２，４－ジメトキシピリミジン、２，４，５－トリヒドロキシピリミジン、２，４－ピリ
ミジンジオール等が挙げられる。
【００５０】
　トリアジン類及びその誘導体の具体的な例としては、１，３，５－トリアジン、２－ア
ミノ－１，３，５－トリアジン、３－アミノ－１，２，４－トリアジン、２，４－ジアミ
ノ－６－フェニル－１，３，５－トリアジン、２，４，６－トリアミノ－１，３，５－ト
リアジン、２，４，６－トリス（トリフルオロメチル）－１，３，５－トリアジン、２，
４，６－トリ－２－ピリジン－１，３，５－トリアジン、３－（２－ピリジン）－５，６
－ビス（４－フェニルスルホン酸）－１，２，４―トリアジン二ナトリウム、３－（２－
ピリジン）－５，６－ジフェニル－１，２，４－トリアジン、３－（２－ピリジン）－５
，６－ジフェニル－１，２，４―トリアジン－ρ，ρ’－ジスルホン酸二ナトリウム、２
－ヒドロキシ－４，６－ジクロロ－１，３，５－トリアジン等が挙げられる。
【００５１】
（２．２）２個以上のヒドロキシ基を有する化合物
　２個以上のヒドロキシ基を有する化合物としては、例えば、プロピレングリコール、１
，３－ブチレングリコール、１，４－ブチレングリコール、グリセリン、ジグリセリン、
Ｄ－グルコース、Ｄ－グルシトール、イソプレングリコール、ジメチロールプロピオン酸
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、ブタンジオール、１，５－ペンタンジオール、１，６－ヘキサンジオール、１，９－ノ
ナンジオール、ネオペンチルグリコール、トリメチロールエタン、トリメチロールプロパ
ン、ペンタエリスリトール、ジペンタエリスリトール、チオジエタノール、グルコース、
酒石酸、Ｄ－グルカル酸、グルタコン酸等の多価脂肪族アルコール類；　セルロース、多
糖、糖アルコール等の高分子アルコール；　１，４－ジヒドロキシベンゼン、１，３－ジ
ヒドロキシベンゼン、２，３－ジヒドロキシ－１－ペンタデシルベンゼン、２，４－ジヒ
ドロキシアセトフェノン、２，５－ジヒドロキシアセトフェノン、２，４－ジヒドロキシ
ベンゾフェノン、２，６－ジヒドロキシベンゾフェノン、３，４－ジヒドロキシベンゾフ
ェノン、３，５－ジヒドロキシベンゾフェノン、２，４’－ジヒドロキシジフェニルスル
フォン、２，２’，５，５’－テトラヒドロキシジフェニルスルフォン、３，３’，５，
５’－テトラメチル－４，４’－ジヒドロキシジフェニルスルフォン、ヒドロキシキノン
カルボン酸及びその塩類、２，３－ジヒドロキシ安息香酸、２，４－ジヒドロキシ安息香
酸、２，５－ジヒドロキシ安息香酸、２，６－ジヒドロキシ安息香酸、３，５－ジヒドロ
キシ安息香酸、１，４－ヒドロキノンスルホン酸及びその塩類、４，５－ヒドロキシベン
ゼン－１，３－ジスルホン酸及びその塩類、１，５－ジヒドロキシナフタレン、１，６－
ジヒドロキシナフタレン、２，６－ジヒドロキシナフタレン、２，７－ジヒドロキシナフ
タレン、２，３－ジヒドロキシナフタレン、１，５－ジヒドロキシナフタレン－２，６－
ジカルボン酸、１，６－ジヒドロキシナフタレン－２，５－ジカルボン酸、１，５－ジヒ
ドロキシナフトエ酸、１，４－ジヒドロキシ－２－ナフトエ酸フェニルエステル、４，５
－ジヒドロキシナフタレン－２，７－ジスルホン酸及びその塩類、１，８－ジヒドロキシ
－３，６－ナフタレンジスルホン酸及びその塩類、６，７－ジヒドロキシ－２－ナフタレ
ンスルホン酸及びその塩類、１，２，３－トリヒドロキシベンゼン（ピロガロール）、１
，２，４－トリヒドロキシベンゼン、５－メチル－１，２，３－トリヒドロキシベンゼン
、５－エチル－１，２，３－トリヒドロキシベンゼン、５－プロピル－１，２，３－トリ
ヒドロキシベンゼン、トリヒドロキシ安息香酸、トリヒドロキシアセトフェノン、トリヒ
ドロキシベンゾフェノン、トリヒドロキシベンゾアルデヒド、トリヒドロキシアントラキ
ノン、２，４，６－トリヒドロキシベンゼン、テトラヒドロキシ－ｐ－ベンゾキノン、テ
トラヒドロキシアントラキノン、ガリック酸メチル（没食子酸メチル）、ガリック酸エチ
ル（没食子酸エチル）等の芳香族化合物、ヒドロキノンスルホン酸カリウム等が挙げられ
る。
【００５２】
（２．３）２個以上のカルボキシ基を有する化合物
　２個以上のカルボキシ基を有する化合物としては、マレイン酸、フマル酸、イタコン酸
、シトラコン酸、マロン酸、１，４－ブタンジカルボン酸、コハク酸、酒石酸、アジピン
酸、Ｄ－グルカル酸、グルタコン酸、クエン酸等の脂肪族カルボン酸類化合物；　フタル
酸、テレフタル酸、イソフタル酸、テトラヒドロ無水フタル酸、５－スルホイソフタル酸
、５－ヒドロキシイソフタル酸、メチルテトラヒドロ無水フタル酸、４，４’－オキシジ
フタル酸、ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無
水物、ナフタレンジカルボン酸、トリメリット酸、ピロメリット酸等の、芳香族性環に少
なくとも一つ以上のカルボキシ基が結合している芳香族カルボン酸類化合物；　ジグリコ
ール酸、オキシ二酪酸、チオ二酢酸（チオジ酢酸）、チオ二酪酸、イミノ二酢酸、イミノ
酪酸等が挙げられる。
【００５３】
（２．４）１個以上のヒドロキシ基及び１個以上のカルボキシ基を有する化合物
　１個以上のヒドロキシ基及び１個以上のカルボキシ基を有する化合物としては、酒石酸
、グリセリン酸、ジメチロールブタン酸、ジメチロールプロパン酸、Ｄ－グルカル酸、グ
ルタコン酸等が挙げられる。
【００５４】
（２．５）アミド基を有する化合物
　アミド基を有する化合物（以後、「アミド化合物」という）は、－ＣＯ－ＮＨ－（ＣＯ
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の部分は二重結合）で表されるアミド結合を分子中に有する単分子化合物である。すなわ
ち、アミド化合物としては、例えば、上記結合の両末端に官能基を有する化合物、上記結
合の一方の末端に環状化合物が結合された化合物、上記両末端の官能基が水素である尿素
及び尿素誘導体などが挙げられる。アミド化合物の具体例としては、アセトアミド、マロ
ンアミド、スクシンアミド、マレアミド、フマルアミド、ベンズアミド、ナフトアミド、
フタルアミド、イソフタルアミド、テレフタルアミド、ニコチンアミド、イソニコチンア
ミド、２－フルアミド、ホルムアミド、Ｎ－メチルホルムアミド、プロピオンアミド、プ
ロピオルアミド、ブチルアミド、イソブチルアミド、メタクリルアミド、パルミトアミド
、ステアリルアミド、オレアミド、オキサミド、グルタルアミド、アジプアミド、シンナ
ムアミド、グリコールアミド、ラクトアミド、グリセルアミド、タルタルアミド、シトル
アミド、グリオキシルアミド、ピルボアミド、アセトアセトアミド、ジメチルアセトアミ
ド、ベンジルアミド、アントラニルアミド、エチレンジアミンテトラアセトアミド、ジア
セトアミド、トリアセトアミド、ジベンズアミド、トリベンズアミド、ローダニン、尿素
、１－アセチル－２－チオ尿素、ビウレット、ブチル尿素、ジブチル尿素、１，３－ジメ
チル尿素、１，３－ジエチル尿素及びこれらの誘導体等が挙げられる。
【００５５】
　また、アミド化合物として、アクリルアミドを使用することもできる。アクリルアミド
としては、Ｎ－メチルアクリルアミド、Ｎ－メチルメタクリルアミド、Ｎ－エチルアクリ
ルアミド、Ｎ－エチルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルメタクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルメタクリ
ルアミド、２－ヒドロキシエチルアクリルアミド、２－ヒドロキシエチルメタクリルアミ
ド、Ｎ－メチロールアクリルアミド、Ｎ－メチロールメタクリルアミドなどが挙げられる
。アミド化合物の分子量は４６～１０，０００であることが好ましく、４６～５，０００
であることがより好ましく、４６～１，０００であることが特に好ましい。
【００５６】
（２．６）イミド基を有する化合物
　イミド基を有する化合物（以後、「イミド化合物」という）としては、その骨格より、
フタルイミド及びフタルイミド誘導体、スクシンイミド及びスクシンイミド誘導体、ベン
ズイミド及びベンズイミド誘導体、マレイミド及びマレイミド誘導体、ナフタルイミド及
びナフタルイミド誘導体などが挙げられる。
【００５７】
　また、イミド化合物は、両末端の官能基の種類によって、脂肪族イミド、芳香族イミド
等に分類されるが、溶解性の観点からは、脂肪族イミドが好ましい。さらに、脂肪族イミ
ド化合物は、分子内の炭素間に不飽和結合を有する飽和脂肪族イミド化合物と、分子内の
炭素間に不飽和結合を有する不飽和脂肪族イミド化合物とに分類される。飽和脂肪族イミ
ド化合物は、Ｒ１－ＣＯ－ＮＨ－ＣＯ－Ｒ２で表される化合物であり、Ｒ１，Ｒ２の両方
が飽和炭化水素である化合物である。具体的には、シクロヘキサン－１，２－ジカルボキ
シイミド、アラントイン、ヒダントイン、バルビツル酸、アロキサン、グルタルイミド、
スクシンイミド、５－ブチルヒダントイン酸、５，５－ジメチルヒダントイン、１－メチ
ルヒダントイン、１，５，５－トリメチルヒダントイン、５－ヒダントイン酢酸、Ｎ－ヒ
ドロキシ－５－ノルボルネン－２，３－ジカルボキシイミド、セミカルバジド、α，α－
ジメチル－６－メチルスクシンイミド、ビス［２－（スクシンイミドオキシカルボニルオ
キシ）エチル］スルホン、α－メチル－α－プロピルスクシンイミド、シクロヘキシルイ
ミドなどが挙げられる。不飽和脂肪族イミド化合物は、Ｒ１－ＣＯ－ＮＨ－ＣＯ－Ｒ２で
表される化合物であり、Ｒ１，Ｒ２の一方または両方が１つ以上の不飽和結合である化合
物である。その具体例としては、１，３－ジプロピレン尿素、マレイミド、Ｎ－メチルマ
レイミド、Ｎ－エチルマレイミド、Ｎ－ヒドロキシマレイミド、１，４－ビスマレイミド
ブタン、１，６－ビスマレイミドヘキサン、１，８－ビスマレイミドオクタン、Ｎ－カル
ボキシヘプチルマレイミドなどが挙げられる。
【００５８】
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　イミド化合物の分子量は６０～５，０００であることが好ましく、７０～１，０００で
あることがより好ましく、８０～５００であることが特に好ましい。
【００５９】
（２．７）ラクタム化合物
　ラクタム化合物とは、アミノカルボン酸の分子内環状アミドであり、環の一部が－ＣＯ
－ＮＲ３－（Ｒ３は水素または任意の置換基）である化合物である。ただし、環の一個以
上の炭素原子が不飽和やヘテロ原子に置き換わっていてもよい。ラクタム化合物としては
、例えば、ペンタノ－４－ラクタム、４－ペンタンラクタム－５－メチル－２－ピロリド
ン、５－メチル－２－ピロリジノン、ヘキサノ－６－ラクタム、６－ヘキサンラクタム等
が挙げられる。
【００６０】
（２．８）その他
　上記以外に、ジメチルスルホキシド（ＤＭＳＯ）；　ヒドロキシエチルアクリレート、
乳酸エチル等のヒドロキシ基含有カルボン酸エステル化合物；　エチレングリコールモノ
エチルエーテル、プロピレングリコールモノエチルエーテル等のヒドロキシ基含有エーテ
ル化合物を、導電性向上剤に使用しても良い。
【００６１】
　導電性向上剤の含有量は、π共役系導電性高分子とポリアニオンの合計量１００質量部
に対して１０～１０，０００質量部であることが好ましく、３０～５，０００質量部であ
ることがより好ましい。導電性向上剤の含有量が前記下限値以上で上限値以下であれば、
導電性をより向上させることができる。
【００６２】
２．導電性高分子溶液の製造方法
　この実施の形態に係る導電性高分子溶液は、一例として、以下の方法によって製造する
ことができる。
【００６３】
２．１　導電性高分子／ポリアニオン錯体水分散体の溶液からの製造方法
　導電性高分子／ポリアニオン錯体水分散体は、導電性高分子用のモノマーとドーパント
とが共存した水溶液または水分散体の状態に、酸化剤の存在下で重合を行う。ただし、こ
のようなモノマーからの重合のみならず、市販の導電性高分子／ドーパント水分散体を用
いても良い。市販の導電性高分子／ドーパント水分散体としては、例えば、Ｈｅｒａｅｕ
ｓ社のＰＥＤＯＴ／ＰＳＳ水分散体（商品名：　Ｃｌｅｖｉｏｓ）、アグファ社のＰＥＤ
ＯＴ／ＰＳＳ水分散体（商品名：　Ｏｒｇａｃｏｎ）などを挙げることができる。次に、
上記水分散体に、最終的に得られる導電性高分子溶液のｐＨが２．０～６．０の範囲にな
るようにオキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物を添加後、撹拌する。この
結果、オキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物の環状エーテルが開環し、そ
こに、ポリアニオン中のドープに寄与していないアニオン基のＯＨが反応する。その後、
得られた反応液を濃縮、濾別あるいは乾固すると、導電性高分子が得られる。その後、得
られた固形の導電性高分子を、溶媒中に可溶若しくは分散させて、導電性高分子溶液を得
る。その他の添加物を加える場合には、予め溶媒中に当該添加物を混合し、あるいは導電
性高分子と共に当該添加物を溶媒に混合するのが好ましい。また、上記水分散体に、オキ
シラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物を溶剤と共に添加後、好ましくはアニオ
ンとオキシラン基若しくはオキセタン基とを反応させている間若しくは反応後に、水に不
溶の有機溶剤を加えて、水不溶の溶剤相に導電性高分子を転相させ、必要に応じて脱水な
どの工程を経た後に、溶媒中に、導電性高分子を可溶若しくは分散させても良い。
【００６４】
２．２　凍結乾燥された導電性高分子／ポリアニオン錯体固形物からの製造方法
　既に固体となっているπ共役系導電性高分子にドープしたポリアニオンの状態の導電性
高分子に、水及び／またはオキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物が溶解す
る溶媒を適量添加後、好ましくはアニオンとオキシラン基若しくはオキセタン基とを反応
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させる。その後、反応液を濃縮、濾別あるいは乾固する。その後、好適には、得られた濃
縮物あるいは固体を、溶媒中に可溶若しくは分散させる。また、上記製造において、アニ
オンとオキシラン基若しくはオキセタン基とを反応させた後、水に不溶の有機溶剤を加え
て、水不溶の溶剤相に導電性高分子を転相させ、必要に応じて脱水などの工程を経た後に
、導電性高分子を、溶媒中に可溶若しくは分散させても良い。この方法によれば、凍結乾
燥された導電性高分子を原料として用いているので、特に、濃縮する工程の時間を短縮で
きる。
【００６５】
　オキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物の量は、最終的に得られる導電性
高分子溶液のｐＨが２．０～６．０の範囲になる量である。例えば、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ
系の導電性高分子溶液に酸化プロピレンを添加する場合、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ系の導電性
高分子１質量部に対して５～５０質量部を添加するのが好ましい。また、ＰＥＤＯＴ－Ｐ
ＳＳ系の導電性高分子溶液にグリシドールを添加する場合、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ系の導電
性高分子１質量部に対して好ましくは３．５～５０質量部、さらに好ましくは４～５０質
量部を添加する。また、ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ系の導電性高分子溶液に２－｛２－［２－（
２－ブトキシ－エトキシ）－エトキシ］－エトキシ｝－オキシランを添加する場合、ＰＥ
ＤＯＴ－ＰＳＳ系の導電性高分子１質量部に対して好ましくは３～５０質量部、さらに好
ましくは４～２５質量部を添加する。
【００６６】
３．キャパシタ
　この実施の形態に係るキャパシタは、弁金属の多孔質体からなる陽極と、陽極表面が酸
化されて形成された誘電体層と、誘電体層における陽極と反対側に設けられた導電物質製
の陰極と、誘電体層及び陰極の間に形成された固体電解質層とを備えるキャパシタである
。固体電解質層は、π共役系導電性高分子と、π共役系導電性高分子にドープしたポリア
ニオンと、ポリアニオン中のドープに寄与しないアニオンとオキシラン基及び／又はオキ
セタン基含有有機化合物との反応物を含む導電性高分子を備える層である。キャパシタは
、導電性高分子溶液若しくはその溶液から溶媒を除去した化合物を含む。
【００６７】
４．キャパシタの製造方法
　この実施の形態に係るキャパシタは、π共役系導電性高分子と、π共役系導電性高分子
にドープしたポリアニオンと、ポリアニオン中のドープに寄与していないアニオンとオキ
シラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物との反応物を含む導電性高分子溶液を誘
電体層表面に塗布し、それを乾燥させて固体電解質層を形成する工程を経て製造される。
この工程は、キャパシタに、導電性高分子溶液を含浸させ、導電性高分子溶液を構成する
溶媒を除去する工程である。次に、本発明のキャパシタの製造方法をより詳細に説明する
。この実施の形態に係るキャパシタの製造方法は、π共役系導電性高分子と、π共役系導
電性高分子にドープしたポリアニオンと、ポリアニオン中のドープに寄与していないアニ
オンとオキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物との反応物を含む導電性高分
子分散液を調製する工程と、弁金属の多孔質体からなる陽極の表面を酸化して誘電体層を
形成する工程と、誘電体層に対向する位置に陰極を形成する工程と、誘電体層表面に前記
導電性高分子分散液を塗布し、乾燥させて固体電解質層を形成する工程と、を有する。
【００６８】
４．１　導電性高分子分散液の調製方法
　π共役系導電性高分子と、π共役系導電性高分子にドープしたポリアニオンと、ポリア
ニオン中のドープに寄与していないアニオンとオキシラン基及び／又はオキセタン基含有
有機化合物との反応物を含む導電性高分子溶液の調製方法は前記したとおりである。こう
して得られた溶液に、ヒドロキシ基含有芳香族性化合物、水溶性高分子化合物または水分
散性高分子化合物、スルホ基含有ジカルボン酸、分子内に４個以上の水酸基を有する脂肪
族化合物、高沸点溶媒、導電性向上のための添加剤、バインダ、シランカップリング剤、
水等を混合、攪拌し、必要により加熱溶解する。さらに、ビーズミル、高圧分散機、超音
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波等により分散処理を行うことにより、導電性高分子分散液の安定性を改良することがで
きる。その中でも高圧分散機による分散処理は、簡便に分散安定性を改良することができ
るため、より好ましい。
【００６９】
（１）高圧分散処理工程
　高圧分散処理は、高圧分散機を用いて、分散処理する溶液を高圧で対向衝突させたり、
オリフィスやスリットに高圧で通したりして、ポリアニオンや導電性高分子溶液を分散す
る処理のことである。高圧分散機としては、例えば、高圧ホモジナイザー等の市販の高圧
分散機を好適に使用できる。高圧ホモジナイザーは、例えば、分散処理する溶液などを加
圧する高圧発生部と、分散を行う対向衝突部やオリフィス部あるいはスリット部とを備え
る装置である。高圧発生部としては、プランジャーポンプ等の高圧ポンプが好適に用いら
れる。高圧ポンプには、一連式、二連式、三連式などの各種の形式があるが、いずれの形
式も採用できる。高圧分散処理において分散処理する溶液を高圧で対向衝突させる場合に
は、高圧分散処理効果がより発揮されることから、その処理圧力は５０ＭＰａ以上である
ことが好ましく、１００ＭＰａ以上であることがより好ましく、１３０ＭＰａ以上である
ことがとりわけ好ましい。また、３００ＭＰａを超える処理圧力では高圧分散機の耐圧性
や耐久性に問題が生じやすいため、処理圧力は３００ＭＰａ以下であることが好ましい。
【００７０】
　上述のオリフィスとは、円形状等の微細な穴を持つ薄板（オリフィス板）が直管内に挿
入されて、直管の流路を急激に絞る機構をいう。また、上述のスリットとは、金属やダイ
ヤモンドなど強固な材料製の一対の部材がわずかな隙間を有して配置された機構をいう。
高圧分散処理において分散処理する溶液をオリフィスやスリットに通す場合には、高圧分
散処理効果がより発揮されることから、上流側と下流側の差圧が５０ＭＰａ以上であるこ
とが好ましく、１００ＭＰａ以上であることがより好ましく、１３０ＭＰａ以上であるこ
とがとりわけ好ましい。また、３００ＭＰａ以下の差圧では、高圧分散機の耐圧性や耐久
性に問題が生じにくいため、差圧は３００ＭＰａ以下であることが好ましい。高圧ホモジ
ナイザーの具体例としては、吉田機械興業社製の商品名ナノヴェイター、マイクロフルイ
ディクス社製の商品名マイクロフルイダイザー、スギノマシン社製のアルティマイザーな
どが挙げられる。
【００７１】
　高圧分散処理の処理回数は特に制限されないが、１～数十回の範囲が好ましい。分散処
理回数が多すぎる場合には、処理回数を増やしても処理回数に応じた効果が発揮されない
からである。上記高圧分散処理では、対向衝突の際に、または、急激に絞られた流路を通
過する際に高い剪断力が生じることにより、分散処理する溶液に含まれるポリアニオンま
たは複合体の分散性を高めることができる。高圧分散機により高圧分散処理を施すと、原
理上、処理した後の液の温度が高くなる。そのため、分散処理前の分散処理する溶液の温
度をあらかじめ低くしておくことが好ましい。しかし、分散処理する溶液が凍結すると特
性が変化する場合があるので、凍結しない程度に制御することが好ましい。従って分散処
理前の分散処理する溶液の温度は、分散媒が水の場合には０～６０℃、より好ましくは０
～４０℃、特に好ましくは０～３０℃とすることが好ましい。分散処理前の分散処理する
溶液の温度を６０℃以下にすれば、π共役系導電性高分子またはポリアニオンの変性を防
止できる。さらに、高圧分散処理後の溶液を、冷媒温度－３０～２０℃の熱交換器に通し
て冷却しても構わない。
【００７２】
（２）電解酸化工程
　この実施の形態に係るキャパシタの製造方法では、まず、電解酸化工程にて、弁金属か
らなる陽極の表面を電解酸化し、化成処理して誘電体層を形成する。陽極表面を電解酸化
する方法としては、例えば、アジピン酸アンモニウム水溶液などの電解液中にて、電圧を
印加して陽極表面を陽極酸化する方法などが挙げられる。
【００７３】
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（３）陰極配置工程
　次に、誘電体層の表面に、セパレータを介して、アルミニウム箔等の導電体から形成さ
れた陰極を対向配置させる。
【００７４】
（４）固体電解質層の形成工程
　次に、固体電解質層の形成工程にて、誘電体層と陰極との間に、固体電解質層を形成す
る。固体電解質層の形成方法としては、誘電体層及び陰極を有する素子を上記導電性高分
子溶液に浸漬させる方法、誘電体層の表面に上記導電性高分子溶液を公知の塗布装置によ
り塗布する方法、誘電体層の表面に上記導電性高分子溶液を公知の噴霧装置により噴霧す
る方法などが挙げられる。また、浸漬または塗布時、必要に応じて、減圧状態にしてもよ
い。上記導電性高分子溶液の浸漬または塗布後には、熱風乾燥など公知の乾燥方法により
乾燥することが好ましい。
【００７５】
　キャパシタは、必要に応じて、誘電体層と陰極との間に、電解液を充填してもよい。電
解液としては電気伝導度が高ければ特に限定されず、周知の電解液用溶媒中に周知の電解
質を溶解させたものが挙げられる。電解液用溶媒としては、例えば、エチレングリコール
、ジエチレングリコール、プロピレングリコール、１，４－ブタンジオール、グリセリン
等のアルコール系溶媒、γ－ブチロラクトン、γ－バレロラクトン、δ－バレロラクトン
等のラクトン系溶媒、Ｎ－メチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ－メ
チルアセトアミド、Ｎ－メチルピロリジノン等のアミド系溶媒、アセトニトリル、３－メ
トキシプロピオニトリル等のニトリル系溶媒、水等が挙げられる。電解質としては、アジ
ピン酸、グルタル酸、コハク酸、安息香酸、イソフタル酸、フタル酸、テレフタル酸、マ
レイン酸、トルイル酸、エナント酸、マロン酸、蟻酸、１，６－デカンジカルボン酸、５
，６－デカンジカルボン酸等のデカンジカルボン酸、１，７－オクタンジカルボン酸等の
オクタンジカルボン酸、アゼライン酸、セバシン酸等の有機酸、あるいは、硼酸、硼酸と
多価アルコールより得られる硼酸の多価アルコール錯化合物、りん酸、炭酸、けい酸等の
無機酸などをアニオン成分とし、一級アミン（メチルアミン、エチルアミン、プロピルア
ミン、ブチルアミン、エチレンジアミン等）、二級アミン（ジメチルアミン、ジエチルア
ミン、ジプロピルアミン、メチルエチルアミン、ジフェニルアミン等）、三級アミン（ト
リメチルアミン、トリエチルアミン、トリプロピルアミン、トリフェニルアミン、１，８
－ジアザビシクロ（５，４，０）－ウンデセン－７等）、テトラアルキルアンモニウム（
テトラメチルアンモニウム、テトラエチルアンモニウム、テトラプロピルアンモニウム、
テトラブチルアンモニウム、メチルトリエチルアンモニウム、ジメチルジエチルアンモニ
ウム等）などをカチオン成分とした電解質が挙げられる。
【００７６】
（５）印加工程
　次に、印加工程にて、陽極と陰極との間に直流電圧を印加する処理を施して、コンデン
サを得る。印加する直流電圧は特に制限されないが、漏れ電流をより小さくするという点
では、得られるコンデンサの定格電圧の３０％以上であることが好ましく、５０％以上で
あることがより好ましく、８０％以上であることが特に好ましい。ここで、定格電圧は、
陽極を電解酸化する際の印加電圧（化成電圧）などによって決まる値である。通常、定格
電圧は、化成電圧以下とされる。また、印加工程にて印加する電圧は、漏れ電流がより小
さくなることから、電解酸化工程における化成電圧の２０％以上であることが好ましく、
３０％以上であることがより好ましく、４０％以上であることが特に好ましい。
【００７７】
　印加工程を行う環境温度は、漏れ電流をより小さくできることから、３０℃以上が好ま
しく、４０～２００℃がより好ましく、８０～１８０℃が特に好ましく、１００～１６０
℃が最も好ましい。印加工程の時間は、印加する直流電圧や環境温度に応じて適宜調整さ
れる。例えば、漏れ電流をより小さくするためには、印加する直流電圧が低い程、印加時
間を長くすることが好ましい。具体的に、印加する直流電圧がコンデンサの定格電圧の５
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０％未満である場合には、漏れ電流をより小さくするために、印加時間を５分以上にする
ことが好ましい。印加する直流電圧が高い場合には、印加時間を短くしても構わない。具
体的に、印加する直流電圧がコンデンサの定格電圧の５０％以上である場合には、印加時
間を５分未満にしても、漏れ電流を小さくできる。また、漏れ電流をより小さくするため
には、環境温度が低い程、印加時間を長くすることが好ましい。環境温度が高ければ、印
加時間を短くしても構わない。
【実施例】
【００７８】
　次に、本発明の実施例について説明する。ただし、本発明は、以下の実施例に限定され
ない。
【００７９】
＜製造例＞
　（製造例１）可溶化高分子の合成
　１，０００ｍｌのイオン交換水に２０６ｇのスチレンスルホン酸ナトリウムを溶解し、
８０℃で攪拌しながら、予め１０ｍｌの水に溶解した１．１４ｇの過硫酸アンモニウム酸
化剤溶液を２０分間滴下し、この溶液を１２時間攪拌した。得られたスチレンスルホン酸
ナトリウム含有溶液に１０質量％に希釈した硫酸を１，０００ｍｌ添加し、限外ろ過法に
よりポリスチレンスルホン酸含有溶液の約１，０００ｍｌ溶液を除去し、残液に２，００
０ｍｌのイオン交換水を加え、限外ろ過法により約２，０００ｍｌ溶液を除去した。上記
の限外ろ過操作を３回繰り返した。さらに、得られたろ液に約２，０００ｍｌのイオン交
換水を添加し、限外ろ過法により約２，０００ｍｌの溶液を除去した。この限外ろ過操作
を３回繰り返した。得られた溶液中の水を減圧除去して、無色の固形状のポリスチレンス
ルホン酸を得た。
　（製造例２）π共役系導電性高分子とポリアニオンを含む導電性高分子溶液の合成
　１４．２ｇの３，４－エチレンジオキシチオフェンと、３６．７ｇのポリスチレンスル
ホン酸を２，０００ｍｌのイオン交換水に溶かした溶液とを２０℃で混合させた。これに
より得られた混合溶液を２０℃に保ち、掻き混ぜながら、２００ｍｌのイオン交換水に溶
かした２９．６４ｇの過硫酸アンモニウムと８．０ｇの硫酸第二鉄の酸化触媒溶液とをゆ
っくり添加し、３時間攪拌して反応させた。得られた反応液に２，０００ｍｌのイオン交
換水を加え、限外ろ過法により約２，０００ｍｌ溶液を除去した。この操作を３回繰り返
した。そして、得られた溶液に２００ｍｌの１０質量％に希釈した硫酸と２，０００ｍｌ
のイオン交換水とを加え、限外ろ過法により約２，０００ｍｌの溶液を除去し、これに２
，０００ｍｌのイオン交換水を加え、限外ろ過法により約２，０００ｍｌ溶液を除去した
。この操作を３回繰り返した。さらに、得られた溶液に２，０００ｍｌのイオン交換水を
加え、限外ろ過法により約２，０００ｍｌの溶液を除去した。この操作を５回繰り返し、
２．０％のポリスチレンスルホン酸ドープポリ（３，４－エチレンジオキシチオフェン）
溶液（ＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ水溶液）を得た。
【００８０】
＜実施例＞
　（実施例１）
　製造例２で得たＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ水溶液８５ｇに対し、グリシドール８．０ｇ、水１
５ｇを加えて、５０℃で８時間攪拌し、溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは２．１０
であった。
　（実施例２）
　グリシドールの添加量を８．０ｇから１２．０ｇに変更した以外を実施例１と同条件で
溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは２．１８であった。
　（実施例３）
　製造例２で得たＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ水溶液６０ｇに対し、グリシドール５．７５ｇ、水
４０ｇを加えて、５０℃で８時間攪拌し、溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは２．１
８であった。
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　（実施例４）
　グリシドールの添加量を５．７５ｇから１２．０ｇに変更した以外を実施例３と同条件
で溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは２．３２であった。
　（実施例５）
　グリシドールの添加量を５．７５ｇから１７．５ｇに変更し、５０℃で８時間の攪拌を
５０℃で４時間の撹拌に変更した以外を、実施例３と同条件で溶液を作製した。得られた
溶液のｐＨは３．０８であった。
　（実施例６）
　グリシドールの添加量を１７．５ｇから２３．０ｇに変更した以外を実施例５と同条件
で溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは３．４８であった。
　（実施例７）
　グリシドールの添加量を１７．５ｇから２８．０ｇに変更した以外を実施例５と同条件
で溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは３．８１であった。
　（実施例８）
　グリシドールの添加量を１７．５ｇから３４．５ｇに変更した以外を実施例５と同条件
で溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは４．１１であった。
　（実施例９）
　グリシドールの添加量を１２．０ｇから４６．６ｇに変更した以外を実施例４と同条件
で溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは４．１１であった。
　（実施例１０）
　製造例２で得たＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ水溶液６０ｇに対し、酸化プロピレン５．９６ｇ、
水４０ｇを加えて、５０℃で８時間攪拌し、溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは２．
４５であった。
　（実施例１１）
　製造例２で得たＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ水溶液６０ｇに対し、２－｛２－［２－（２－ブト
キシ－エトキシ）－エトキシ］－エトキシ｝－オキシラン８．６６ｇ、水４０ｇを加えて
、５０℃で８時間攪拌し、溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは２．１０であった。
　（実施例１２）
　製造例２で得たＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ水溶液６０ｇに対し、グリシドール６８．６ｇ、水
４０ｇを加えて、５０℃で８時間攪拌し、溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは４．３
０であった。
　（実施例１３）
　グリシドールの添加量を６８．６ｇから１１４．４ｇに変更した以外を実施例１２と同
条件で溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは４．０１であった。
　（実施例１４）
　２－｛２－［２－（２－ブトキシ－エトキシ）－エトキシ］－エトキシ｝－オキシラン
の添加量を８．６６ｇから５．０ｇに変更した以外を実施例１１と同条件で溶液を作製し
た。得られた溶液のｐＨは２．０５であった。
　（実施例１５）
　製造例２で得たＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ水溶液４０ｇに対し、２－｛２－［２－（２－ブト
キシ－エトキシ）－エトキシ］－エトキシ｝－オキシラン５．０ｇ、水６０ｇを加えて、
５０℃で８時間攪拌し、溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは２．１３であった。
【００８１】
＜比較例＞
　（比較例１）
　製造例２で得たＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ水溶液６０ｇに対し、イミダゾール０．１７６ｇ、
水４０ｇを加えて、５０℃で８時間攪拌し、溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは２．
４８であった。
　（比較例２）
　イミダゾールの添加量を０．１７６ｇから０．３２ｇに変更した以外を比較例１と同条
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件で溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは６．８３であった。
　（比較例３）
　製造例２で得たＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ水溶液８５ｇに対し、イミダゾール０．２５ｇ、水
１５ｇを加えて、５０℃で８時間攪拌し、溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは２．３
１であった。
　（比較例４）
　イミダゾールの添加量を０．２５ｇから０．４５ｇに変更した以外を比較例３と同条件
で溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは６．８９であった。
　（比較例５）
　製造例２で得たＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ水溶液８５ｇに対し、水１５ｇを加えて、５０℃で
８時間攪拌し、溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは１．８２であった。
　（比較例６）
　製造例２で得たＰＥＤＯＴ－ＰＳＳ水溶液６０ｇに対し、水４０ｇを加えて、５０℃で
８時間攪拌し、溶液を作製した。得られた溶液のｐＨは１．７０であった。
【００８２】
　各実施例及び各比較例の製造条件及び溶液特性を表１及び表２に示す。表中、Ｃｏｍｐ
．はオキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物を、ＣＰは導電性高分子溶液を
、Ｇｌはグリシドールを、ＰＯは酸化プロピレンを、ＢＥＥは２－｛２－［２－（２－ブ
トキシ－エトキシ）－エトキシ］－エトキシ｝－オキシランを、ＩＺはイミダゾールを、
それぞれ意味する。また、表中、Ｃｏｍｐ．／ＣＰは、導電性高分子溶液中の導電性高分
子に対するオキシラン基及び／又はオキセタン基含有有機化合物の割合を示す。
【００８３】
【表１】

【００８４】
【表２】

【００８５】
＜キャパシタの製造＞
　（キャパシタ用素子の製造）
　エッチドアルミニウム箔（陽極箔）に陽極リード端子を接続した後、アジピン酸アンモ
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ウム箔の両面に誘電体層を形成して陽極箔を得た。次に、陽極箔の両面に、陰極リード端
子を溶接させた対向アルミニウム陰極箔を、セルロース製のセパレータを介して積層し、
これを円筒状に巻き取ってキャパシタ用素子を得た。
　（キャパシタの製造）
　上記各実施例及び各比較例にて製造した導電性高分子溶液に、上記で得たキャパシタ用
素子を減圧下で浸漬した後、１２０℃の熱風乾燥機により１０分間乾燥し誘電体層表面上
に、導電性高分子複合体を含む固体電解質層を形成させた。さらに、アルミニウム製のケ
ースに、キャパシタ用素子を装填し、封口ゴムで封止しキャパシタを作製した。
　得られたキャパシタについて、ＬＣＲメータ２３４５（エヌエフ回路設計ブロック社製
）を用いて、１２０Ｈｚでの静電容量及び誘電正接（ｔａｎσ）、及び１００ｋＨｚでの
ＥＳＲを測定した。
【００８６】
＜キャパシタの評価＞
　表３、表４及び表５に、各実施例及び各比較例の導電性高分子溶液を用いたキャパシタ
の性能評価を示す。
【００８７】
【表３】

【００８８】
【表４】

【００８９】
【表５】

【００９０】
＜考察＞
　実施例１～１５と比較例１～６とを比較すると、各実施例のキャパシタは、各比較例の
キャパシタに比べ、より低いＥＳＲ及びより高い静電容量を有していた。このことから、
酸化プロピレン、グリシドールあるいは２－｛２－［２－（２－ブトキシ－エトキシ）－
エトキシ］－エトキシ｝－オキシランを用いて溶液のｐＨを２．０～６．０の範囲にする
ことで、キャパシタの性能を低ＥＳＲ及び高静電容量にすることができると考えられる。
【産業上の利用可能性】
【００９１】
　本発明は、キャパシタなどに有効に利用できる。
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